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第１ 事業目的 

主婦・学生・高齢者等の様々な層による創業や新製品の開発、ソーシャルビジネス等への挑戦

を促進するため、クラウドファンディングを活用した資金調達支援を行います。 

  

第２ 事業スキーム 

１ 事業の概要 
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２ 各業務の関係（概要） 

 

第３ 定義 

 定義 

本事業 クラウドファンディングを活用した資金調達支援 

ＣＦ クラウドファンディング 

ＣＦ事業者 クラウドファンディング・サイトの運営事業者 

取扱ＣＦ事業者 本事業において、都が選定したＣＦ事業者 

応募者 募集要項に応じて、提出書類を提出した者 

支援対象者 本事業における支援対象者の要件を満たす者 

アドバイザー 補助金の申請書類の作成に係る助言等を実施する委託事業者 

事業年度 本事業における事業年度をいい、４月１日から３月３１日までの一

年間とします。 

寄付型 商品又はサービス提供の対価がない金銭を募集するＣＦ 

購入型 商品又はサービス提供の対価としての金銭を募集するＣＦ 

投資型 商法（明治３２年法律第４８号）第５３５条による匿名組合契約に

基づき出資又は拠出された金銭を充てて行われるＣＦであり、ＣＦ

事業者が第二種金融商品取引業登録事業者または第二種少額電子募

集取扱業者であるもの 

株式型 未公開企業に株式の形態で投資するＣＦであり、ＣＦ事業者が第一

種金融商品取引業登録事業者または第一種少額電子募集取扱業者で

あるもの 

東京都

支援対象者
（資金調達者）

①申込 ②資金供給
（手数料減免）

委託契約

取扱ＣＦ事業者（複数）

・事業計画作成支援
・ウェブサイト掲載時の審査
・資金収集に対する支援
・利用手数料の減免
・セミナー登壇
・特集ページの設置 等

セミナー等
に協力

受託者

・入門者向け相談窓口の設置・運営

・セミナーの管理・受付

・アドバイザーの設置

公募審査、遂行状況等の検査

③補助金の交付申請
・実績報告

④補助金の支払
（手数料減免分）

請求
支払

問い合わせ

セミナー
参加

・パンフレットの作成・配布
・専用サイトの制作・運営等
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融資型 利息を対価とした金銭を募集するＣＦであり、ＣＦ事業者が第二種

金融商品取引業登録事業者または第二種少額電子募集取扱業者であ

り、貸金業登録も受けているもの 

 

第４ 本事業における実施規則 

１ 取扱ＣＦ事業者の任務 

（１）取扱ＣＦ事業者は、次に掲げる事項を行うことを任務とします。 

ア 事業計画作成支援 

イ ウェブサイト掲載時の審査 

ウ 資金収集に対する支援 

エ 資金管理・利用手数料管理 

オ プロジェクト実行支援・モニタリング 

カ コミュニケーション支援 

キ その他必要と認められる業務 

 

（２）取扱ＣＦ事業者は、支援対象者に対して利用手数料の減免を行うにあたり、都に対して、

それに伴う補助金の申請及び報告等を行います。 

注：次の２つから請求方法を選択してください。 

  ①予め支援対象者の手数料を減免した後に、補助金を請求する方法 

  ②都から補助金の支払を受けた後に、減免金額を支援対象者に支払う方法 

 

（３）都は、取扱ＣＦ事業者に対して次の任務を依頼した場合、その費用を適切と認められる金

額の範囲で負担します。 

ア 本事業のセミナーへの登壇に係る報酬 

イ 取扱ＣＦ事業者のウェブサイトについて、本事業に関する特集ページの設置に係る 

費用 

ウ その他、都が必要と認めた任務に係る費用 

 

２ 利用手数料の減免に係る補助金 

都は、取扱ＣＦ事業者が「１ 取扱ＣＦ事業者の任務 （２）」に掲げる利用手数料の減免を

行う金額を補助金として交付します。 

 

３ 各種業務に対する協力 

取扱ＣＦ事業者は、都が設置する相談窓口及び専用サイト等が円滑に運営できるように協力

しなければなりません。 

 

４ 都に対する個別プロジェクトの報告 

（１）取扱ＣＦ事業者は、都に対して、四半期毎に個別プロジェクトに係る報告書を提出しなけ

ればなりません。 

（２）取扱ＣＦ事業者は、補助対象期間の終了後も、全ての個別プロジェクトについてリターン
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の完了が確認できるまで、（１）の報告を継続しなければなりません。 

（注）四半期毎に報告を継続して頂きます。 

 

５ 補助金の返還 

（１）本事業の補助は、利用手数料を減免する取扱ＣＦ事業者に対して行うものであり、資金調

達者に対して行うものではありません。取扱ＣＦ事業者は、資金調達者のプロジェクトの成

功に責任を負わないことから、プロジェクトが成功しなかったことをもって都に対する補助

金の返還が行われることはありません。 

（２）減免の対象となった案件について、資金調達者が、資金調達時に設定した使途通りに資金

を利用しなかったことが明らかになった場合、取扱ＣＦ事業者は、都に対して補助金の返還

を行わなければなりません。 

（３）減免の対象となった案件について、事後的に反社会的勢力との関係があることが明らかに

なった場合、取扱ＣＦ事業者は、都に対して補助金の返還を行わなければなりません。 

 

６ その他 

 取扱ＣＦ事業者は、この募集要項に定めるもののほか、都が定める本事業の実施について必

要な規則を遵守する必要があります。 

 

第５ 補助金に係る手続等 

１ 補助金の交付対象 

（１） この補助金は、「第４ １ 取扱ＣＦ事業者の任務 （２）」に基づき取扱ＣＦ事業者が

補助事業として利用手数料の減免を行う金額について、予算の範囲内において交付するも

のであり、補助対象経費は別紙１４に定めるとおりとします。 

（２） 前項の補助金には、消費税及び地方消費税分を含めません。 

（３） 補助金の交付は、四半期毎に実施します。対象となるプロジェクトは、当該四半期にお

いて資金引渡が完了したものとなります。 

 

２ 補助率 

（１） 取扱ＣＦ事業者に対して交付する補助金の額は、支援対象者毎に発生する利用手数料の

２分の１以内とします。 

（２） 支援対象者１件当たりの補助金の額は３０万円を上限とします。 

 

３ 補助金の交付の申請 

 取扱ＣＦ事業者は、この補助金の交付を受けようとするときは、別紙１１による補助金交付

申請書を都に提出しなければなりません。 

 

４ 補助金の交付決定 

 都は、交付の決定に当たり取扱ＣＦ事業者に対し、必要に応じて条件を付すことができます。 

 

５ 重複受給の禁止 

 取扱ＣＦ事業者は、本事業について複数の補助金等を受給することはできません。ただし、
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国、都道府県、区市町村の実施する他の補助事業等と対象経費が明確に区分できるものについ

ては、この限りではありません。 

 

６ 実績報告 

（１） 取扱ＣＦ事業者は、四半期毎の補助事業が完了したときは、翌月１５日までに（ただし、

第４四半期については当該事業年度の３月３１日まで）、別紙１２による補助事業実績報告

書を都に提出しなければなりません。 

（２） 補助事業実績報告書中の「今回確定額」には、当該四半期において資金引渡が完了した

プロジェクト分の手数料減免金額を記入してください。 

（３） 事業年度中において、都から実績報告又はその他の報告を求められた場合には、取扱Ｃ

Ｆ事業者は都に対してその報告を行います。 

 

７ 補助金の額の確定 

 都は、「６ 実績報告」の規定による実績報告を受けた場合においては、実績報告書の審査及

び必要に応じて行う現地調査等により、補助金の交付決定の内容及びこれに付した条件に適合

するものと認めたときは、交付すべき補助金の額を確定し、額の確定通知書により取扱ＣＦ事

業者に通知するものとします。 

（注）都が、取扱ＣＦ事業者に対して行う検査は四半期毎に実施（四半期末の翌月２５日まで

に実施する予定です。） 

 

８ 補助金の支払等 

 取扱ＣＦ事業者は、「７ 補助金の額の確定」に基づき補助金の支払を受けようとするときは、

別紙１３による請求書を都に提出しなければなりません。 

 

９ 是正のための措置 

 都は、「７ 補助金の額の確定」による調査等の結果、補助事業の成果が補助金の交付の決定

の内容及びこれに付した条件に適合しないと認めるときは、取扱ＣＦ事業者に対し、これらに

適合させるための措置を命ずることができます。 

 

１０ 交付決定の取消し 

 都は、取扱ＣＦ事業者が次のいずれかに該当した場合には、この交付決定の全部又は一部を

取り消すことができます。 

（１）偽り、隠匿その他不正の手段により補助金の交付の決定を受けたとき。 

（２）補助金を他の用途に使用したとき。 

（３）東京都暴力団排除条例に規定する暴力団関係者であると判明したとき。 

（４）補助金の交付決定の内容又はこれに付した条件、補助金交付決定に基づく命令その他法令 

に違反したとき。 

（５）取扱ＣＦ事業者の決定が取り消されたとき。 

なお、この規定は、「７ 補助金の額の確定」により交付すべき補助金の額の確定があった後

においても適用があるものとします。 
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１１ 立入検査 

都は、東京都職員をして、取扱ＣＦ事業者に対して報告を求め、又はその事務所、事業所等

に立ち入り、帳簿書類その他の物件を検査させ、若しくは関係者に質問させることができます。 

 

１２ 補助事業の経理 

取扱ＣＦ事業者は、補助金に係る経理について補助事業以外の経理と明確に区分し、その収

支の状況を会計帳簿によって明らかにしておくとともに、その会計帳簿及び収支に関する証拠

書類を本事業が完了した日の属する会計年度終了後５年間保存しなければなりません。 

 

第６ 支援対象者 

１ 本事業の支援対象者は、次に掲げる条件をいずれも満たす者とします。 

（１）次のいずれかに該当する者 

ア 創業者（次に掲げるいずれかに該当する者） 

（ア） 現在、事業を営んでおらず、新たに事業を開始しようとする具体的な計画がある者 

（イ） 創業した日から５年未満である者（個人で創業し、同一事業を法人化した者で、個

人で創業した日から５年未満の者を含む。） 

イ 新製品・新サービスの創出に挑戦する者 

ウ 「都民ファーストでつくる『新しい東京』～２０２０年に向けた実行プラン～」に記載

されたニーズの解決を図るソーシャルビジネスを行う者 

（２）東京都内に本店若しくは主たる事業所を置く事業者であること（東京都内で事業を行う計

画を有する者を含む。）。 

（３）資本金の額や従業員数が、中小企業信用保険法（昭和２５年法律第２６４号）第２条に規

定する中小企業者の範囲に合致していること（現在、事業を営んでおらず、新たに事業を開

始しようとする具体的な計画がある者を含む）。  

（４）大企業が実質的に経営を支配していないこと。 

（５）宗教教育その他いかなる宗教活動に該当する事業でないこと。 

（６）政治活動に該当する事業でないこと。 

（７）本事業の趣旨に鑑み、地域の経済や雇用を支えるなど、地域産業の活性化に資する事業を

行うものであること。 

（８）以下の事業に該当しないこと。 

ア 違法若しくは適法性に疑義のある事業又は公序良俗に問題のある事業  

イ 公的な資金の使途として社会通念上、不適切であると判断される事業（風俗営業等の規

制及び業務の適正化等に関する法律（昭和２３年法律第１２２号）により定める風俗営業

など） 

（９）現在かつ将来にわたって、暴力団員等（東京都暴力団排除条例（平成２３年東京都条例第

５４号）第２条第２号に規定する暴力団、同条第３号に規定する暴力団員及び同条第４号に

規定する暴力団関係者をいいます。以下「暴力団員等」といいます。）に該当しないこと、暴

力団員等が経営を支配していると認められる関係等を有しないこと及び暴力的な要求行為等

を行わないこと。 

（１０）法令等で定める租税についての未申告、滞納がないこと。 

（１１）事業の形態は、個人または法人（特定非営利活動法人、一般社団法人等を含む）である
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こと。 

 

２ 支援対象者の要件確認は取扱ＣＦ事業者が行います。 

 

３ 事業規模に関わらず、創業、新製品・新サービス、ソーシャルビジネスへの挑戦を後押しす

る観点から、支援対象となるプロジェクトの資金調達規模は問いません。 

 

第７ 業務フローについて 

１ 業務フロー 

主な業務フローは、「別紙５」をご参照ください。 

２ 支援対象者の要件確認 

（１）取扱ＣＦ事業者は、申請案件の要件確認を行った上で、都が別途案内するアドバイザーへ

申請者を紹介してください。紹介の際は、個人情報の取扱いについて別紙６により説明し、

同意を得てください。 

（２）アドバイザーは下記書類①から③（以下「申請書類」という。）について、申請者と面談し

て内容を説明しながら、作成に係る助言を実施します。 

① 暴力団等反社会的勢力でないこと等に関する表明・確約書（別紙７） 

② 重要事項確認書（別紙８） 

③ 受付申請書  （別紙９－１、９－２、９－３） 

（３）取扱ＣＦ事業者は、アドバイザーの助言により完成した申請書類について、東京都にメー

ル等（ＰＤＦで読込）で提出します。この際、③受付申請書については、自ら「押印」を行

います。 

（４）取扱ＣＦ事業者は、上記書類の原本（受付申請書に係る「証明するための書類」を含む）

を、本事業が完了した日の属する会計年度終了後５年間保存します。 

 

３ 四半期毎の提出書類 

（１）取扱ＣＦ事業者は、都に対して、次の書類を提出してください。 

ア 個別プロジェクト報告書（別紙１０） 

イ 補助事業実績報告書（別紙１２） 

ウ 請求書（別紙１３） 

（２）上記（１）ア及びイの提出期限は、各四半期末の翌月１５日までとします。上記（１）ウ

については、第５・７に定める額の確定通知書を受領後、速やかにご提出ください。 

（３）個別プロジェクト報告書には、受付申請書の提出を受けたものを全て記載してください。 

（４）個別プロジェクト報告書は、補助対象期間の終了後も、全ての個別プロジェクトの完了が

確認できるまで報告を継続してください。 

 

第８ 事業規模 

本事業が想定する事業規模は、以下のとおりです（全ての取扱ＣＦ事業者分を合算したもの）。 

・平成３０年度における支援対象者数は概ね２００者 

・平成３０年度における補助金交付の限度額は６０，０００千円 

注 取扱ＣＦ事業者毎に、一定の補助金予算額を予め設定し、執行状況を確認しながら随時
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追加します。 

 

第９ 実施期間 

 本事業の実施期間は、平成２９年４月１日を起算日として、起算日から３年以内とします。 

 

第１０ 応募資格 

１ 取扱ＣＦ事業者は次の条件をいずれも満たす必要があります。 

（１）東京都内に本店若しくは主たる事業所を置く法人であること。 

（２）寄付型、購入型、投資型（株式型、融資型を除く）のいずれかのＣＦ事業の運営を行って

いること。 

（３）平成２９年４月１日から平成３０年３月３１日までの期間に、クラウドファンディングに

おいて調達した資金について、利用者への引渡を８０件以上完了していること（株式型、融

資型を除く）。 

（４）ＣＦ事業の実施に当たって必要な許認可を取得し、関係法令を遵守していること。 

（５）宗教教育その他いかなる宗教活動も行っていないこと。 

（６）以下の事業を行っていないこと。 

ア 違法若しくは適法性に疑義のある事業又は公序良俗に問題のある事業  

イ 公的な資金の使途として社会通念上、不適切であると判断される事業（風俗営業等の規

制及び業務の適正化等に関する法律（昭和２３年法律第１２２号）により定める風俗営

業など） 

（７）破産法（平成１６年法律第７５号）に基づく破産者で復権を得ない者でないこと。 

（８）会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づく更生手続き開始申立、または民事再生

法（平成１１年法律第２２５号）に基づく民事再生手続き開始申立がなされていない者 

（９）過去２年以内に銀行取引停止処分を受けている者でないこと。 

（１０）債務不履行により所有する資産に対し、仮差押命令、差押命令、保全差押又は競売手続

の開始決定がなされている者でないこと。 

（１１）過去に国・都道府県・区市町村等から助成を受け、不正等の事故を起こしていないこと。 

（１２）事業税その他租税の未申告・滞納がないこと。 

（１３）現在かつ将来にわたって、暴力団員等に該当しないこと、暴力団員等が経営を支配して

いると認められる関係等を有しないこと及び暴力的な要求行為等を行わないこと。 

（１４）以下の事業者に該当しないこと。 

ア 行政処分により業務停止命令の期間中である事業者 

イ 行政処分により業務改善命令等を受けており、行政庁に対する報告等の対応が全て

完了していない事業者 

 

第１１ 取扱ＣＦ事業者決定の取消し 

１ 都は、取扱ＣＦ事業者が本事業の実施期間中に「第１０ 応募資格」の要件を満たさないこ

とが認められた場合は、取扱ＣＦ事業者の決定を取り消すことができます。 

２ 取扱ＣＦ事業者は、本事業の実施期間中に、事業の継続が困難な状況に陥るなど、取扱ＣＦ

事業者としての業務の継続に支障をきたすような事象が発生した場合は、速やかに都と協議し

てください。 
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第１２ 募集期間 

 平成３０年８月３０日（木）から９月１２日（水）午後４時まで 

 

第１３ 質問受付期間 

 平成３０年８月３０日（木）から９月５日（水）午後４時まで 

質問を文章にて（様式自由）E-mailにより送付してください。 

＊口頭による質問は受け付けません。 

E-mail:S0000480@section.metro.tokyo.jp 

メールの件名の冒頭に「（ＣＦ）」の文字を記載してください。 

回答は、質問者全員にE-mailにより全質問及び回答を送付します。 

回答は、平成３０年９月７日（金）午後４時までに随時行います。 

 

第１４ 応募書類の提出 

 募集期間内に、次の提出先まで持参し提出してください（要事前連絡）。 

 提出先：東京都産業労働局金融部金融課高度化資金担当 

〒１６３-８００１ 東京都新宿区西新宿二丁目８番１号東京都庁第一本庁舎２４階 

電話 ０３-５３２０-４８０４ 

 

第１５ 提出書類 

 応募に際し、東京都に提出する書類等は次のとおりとします。 

提出書類 必要部数 備考 

参加申込書 １部 様式は「別紙３」を用いること 

誓約書 １部 様式は「別紙４」を用いること 

履行事項全部証明書 １部 直近３ヶ月以内に取得したもの 

納税証明書 １部 最新のもの 

確定申告書（写）  １部 決算書・直近３期分（注） 

企画提案書 
１５部 

「別紙１ 企画提案書の記載事

項」に従うこと 

会社案内・パンフレット １５部  

その他東京都が必要と認めた書類 １５部 別途指示があった場合に提出 

（注）設立から３期に満たない場合は、設立期以降すべての確定申告書の提出をお願いします。 

 

第１６ 審査方法 

１ 予備調査等 

（１）都職員の要件確認 

応募者が応募資格の要件を満たしているかについて、書面上の確認を行います。 

なお、この時点で、応募資格の要件を満たさないことが明らかな場合、以降の調査及び審

査は実施しません。 
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（２）監査法人の予備調査 

監査法人が、応募者の事務所に訪問して、次の観点から定量、定性の両面にて調査を実施

します。 

ア 応募者が、応募資格の要件を充足しているか。 

イ 応募者が、本事業の運営を適切に実施する能力を有しているか。 

ウ 提案書における業務フローは、応募者の業務実態を反映しているか。 

 

＜予備調査受審時の注意事項＞ 

ア 監査法人が行う予備調査には、業務フローに関する関連書類の閲覧を含みます。 

イ 監査法人は従事者複数名で１日訪問して、予備調査を実施します。 

ウ 従って、予備調査が１日（７時間）以内に完了するように、関連書類の準備（コピー

等）及び整理をお願いいたします。 

エ 予備調査が完了しなかった場合、審査委員会の審査は行わない可能性があります。 

 

２ 審査委員会 

（１）審査実施日 

平成３０年１０月を予定 

（２）審査場所 

東京都庁内会議室を予定 

（３）出席者 

応募者（２名以内） 

（４）説明時間 

４０分（プレゼンテーション２０分、質疑応答２０分） 

（５）説明方法 

・事前に提出した企画提案書に基づき、プレゼンテーションを行ってください。 

・プレゼンテーションは必ず、所定の時間内で行ってください。時間を超過した場合は、プレ

ゼンテーションの途中であっても打ち切りとする場合がありますので注意してください。 

・審査会当日、審査員に対して事前提出書類以外の資料を配布することは禁止します。 

（６）選定方法 

 プレゼンテーションの内容及び提出書類に基づき厳正な審査を行い、本事業の運営を適切

に実施する能力を有すると認められる事業者を、取扱ＣＦ事業者として選定します。 

（７）その他 

 審査委員会の時間、集合場所等の詳細は別途連絡します。 

 

３ 注意事項 

（１）東京都及び監査法人から追加資料の提出や説明を求められた場合、応募者は速やかにその

対応を行ってください。 

（２）都が補助金を支出することが困難と判断される課題が見受けられる場合（応募者として

（１）の速やかな対応が困難な場合を含む）には、審査委員会の審査は行いません。 

（３）調査結果及び審査結果に関する問い合わせ（不採択の理由等）には一切応じません。 

（４）審査結果については、採択の可否を書面で通知します。 
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（５）東京都は必要に応じてクラウドファンディング分野に精通した外部専門家及びその他必要

な者を審査委員に加えることができるものとします。 

（６）東京都は、自らの裁量において予告なく本要項に定めるスケジュールや手続について、変

更又は中止等をすることができるものとします。また、東京都は、本要項に定めるスケジュ

ールや手続の変更又は中止等によって生じるいかなる損害、損失又は費用に対し、一切の責

任を負わないものとします。 

 

第１７ 今後のスケジュール（予定） 

・応募書類の締め切り           平成３０年９月１２日（水） 

・審査委員会の開催            平成３０年１０月上旬 

・候補者の選定及び詳細協議        平成３０年１０月中 

・事業者の追加              平成３０年１１月上旬
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別紙１ 

 

企画提案書の記載事項 

 

 

１ 企画提案書を記載するうえでの前提 

次の前提に基づく企画提案を行ってください。 

（１） クラウドファンディングを通じて、様々な属性（主婦・学生・高齢者等）による創業や、

新製品・新サービスの創出及びソーシャルビジネスへの挑戦を促進すること。 

（２） 東京都内における地域の経済や雇用を支えるなど、地域産業の活性化に資する事業を行う

創業希望者及び中小企業者に対して、独自の取組を通じた支援を行うこと。 

（３） 都の公金を原資とする補助金を活用するため、要件確認、報告及び検査といった必要手続

に協力すること。 

（４） 都事業の取扱ＣＦ事業者として、「信頼性のある審査」、「適切な資金管理」及び「丁寧

な支援」といった観点から、業務フロー及び運営方針を整備・運用すること。 

 

２ 企画提案書への記載内容 

第１ 取扱ＣＦ事業者の概要 

１ 組織概要 

（１） 事業目的 

（２） 業歴・履歴 

（３） 過去３期の決算状況と今期の見込み 

（４） 組織体制 

（５） 経営者及び役員の経歴 

２ 能力及び実績 

（１） ＣＦ事業の運営に関する能力 

ア 運営するＣＦ事業の概略（取扱類型、Ａｌｌ ｉｎ方式等のプロジェクト形式の説明） 

イ ＣＦ組成及び管理にかかる利用手数料（成功報酬等を含む。） 

（ア）手数料の種類（内容及び発生時期等を含む。） 

（イ）手数料の計算方法（金額、上限額、ハードルレートの有無等を含む。）     

ウ ＣＦ事業を運営するために必要な資格の保有状況 

（同業者の協会等への所属状況の説明を含む） 

エ ＣＦ事業の運営に対するノウハウ、専門知識、その他アピールできる能力 

（２） ＣＦ事業の運営に関する実績 

ア 過去３年間毎の資金引渡実績（件数、資金引渡額） 

注：各年毎に４月１日から３月３１日までの資金引渡実績 

イ 直近１年間の資金引渡実績の個別プロジェクト一覧表 

（件名、資金引渡年月、資金引渡額） 

注：平成２９年４月１日から平成３０年３月３１日までの資金引渡実績 
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第２ 本事業に関する提案の概要                 

１ 提案に至った背景・基本方針 

（１） ＣＦを通じた創業者、新製品・新サービスの創出、ソーシャルビジネス等へ  

 の支援に対する考え方 

（２） ＣＦ市場の現状を踏まえた、本事業に対する取組方針 

２ 取組体制 

（１） 本事業の運営にあたる担当者数と役割分担（専任者及び専任者に準ずる者等） 

（２） 本事業の担当者の業務経歴（ＣＦ業務経験の詳細情報） 

３ 利用手数料の減免 

（１） 本事業における利用手数料減免の適用方法 

４ 本事業に対する協力方針 

（１） 本事業の趣旨及び目的を達成するための独自の取組 

ア 本事業における広報活動への協力 

イ 支援対象者の発掘活動 

ウ 支援対象者に対する支援 

エ 個別プロジェクト完了までの経過報告の方法 

オ その他 

第３ 業務フロー及び運営方針         

１ 本事業に取組むうえでの業務フロー及び運営方針についての説明 

（１） 事業計画作成支援の方法 

   （写真撮影、ＰＲ文書作成、キャッチコピー作成支援などの説明を含む。） 

（２） ウェブサイト掲載時の審査方法 

   （暴力団等の反社会的勢力を排除する方法や、公序良俗性の確認など、支援対象者の要

件を確認する方法についての説明を含む。） 

（３） 資金収集に対する支援の方法 

   （ウェブサイト掲載、その他ＰＲ支援の説明を含む。） 

（４） 資金管理・利用手数料管理の方法 

   （収集した資金にかかる分別管理方法や利用手数料の減免方法の説明を含む。） 

（５） プロジェクト実行支援・モニタリングの方法 

   （収集した資金の目的外使用やプロジェクトの未履行等が発生した場合における、対応

方法の説明を含む。） 

（６） コミュニケーション支援の方法 

   （資金調達者と資金提供者間で発生したトラブルへの対応方法の説明を含む。） 

注：（１）～（６）には、関連する帳票書類の保管体制についての説明を含めること。また、

アピールポイントを明確化し、フローチャートでの説明を含めること。 

２ 資金供給者について暴力団等の反社会的勢力を排除する方法（考え方） 
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３ 注意事項 

（１）企画提案書の記載に当たっては、上記項目を全て盛り込んでください。 

（２）企画提案書の作成等、提案参加に必要な経費は、応募者の負担としてください。 

（３）提出書類は、いずれも返却しません。不要となった書類の廃棄については、東京都が責任を 

もって行います。 

（４）必要と認める場合には、追加資料を徴求することがあります。 

（５）提出書類に虚偽の記載があった場合は失格とします。 

（６）企画提案書の様式は任意としますが、記載内容の項番等（項番の順序を含む）については、上

記の通りとしてください。また、「別紙２ 企画提案書（雛形）」を参考としてください。 

（７）フローチャートは、「別紙５ 業務フロー」を参考に作成してください。 

（８）東京都が必要資料を別途明確に要求した場合を除き、書類提出期間後の追加資料提出は一切 

認めないので注意してください。  
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別紙２ 

企画提案書（雛形） 

第１ 取扱ＣＦ事業者の概要 

１ 組織概要 

（１）事業目的 

（記述欄） 

 

 

 

 

 

 
 

（２）業歴・履歴 

（記述欄） 

 

 

 

 

 

 
 

（３）過去３期の決算状況と今期の見込み 

 ○○年○月期 ○○年○月期 ○○年○月期 ○○年○月期 

（見込み） 

売上高     

売上総利益     

営業利益     

経常利益     

当期純利益     

総資産     

借入金     

純資産     

 

 

 

説明 

 

 

 

    

（注）設立から３期に満たない場合は、設立期以降すべての決算状況を記入してください。 
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（４）組織体制 

（記述欄） 

 

 

 

 

 

 

 
 

（５）経営者及び役員の経歴 

役職名 氏名 略歴 

 

 

 

  

 

 

 

  

 

 

 

  

 

 

 

  

 

 

 

  

 

２ 能力及び実績 

（１）ＣＦ事業の運営に関する能力 

ア 運営するＣＦ事業の概略（取扱類型、Ａｌｌ ｉｎ方式等のプロジェクト形式の説明） 

（記述欄） 
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イ ＣＦ組成及び管理にかかる利用手数料（成功報酬等を含む。） 

（ア）手数料の種類（内容及び発生時期等を含む。） 

（記述欄） 

 

 

 

 

 

（イ）手数料の計算方法（金額、上限額、ハードルレートの有無等を含む。） 

（記述欄） 

 

 

 

 
 

ウ ＣＦ事業を運営するために必要な資格の保有状況 

（同業者の協会等への所属状況の説明を含む） 

（記述欄） 

 

 

 

 
 

エ ＣＦ事業の運営に対するノウハウ、専門知識、その他アピールできる能力 

（記述欄） 

 

 

 
 

（１） ＣＦ事業の運営に関する実績 

ア 過去３年間毎の資金引渡実績（件数、資金引渡額） 

 27/4～28/3 28/4～29/3 29/4～30/3 合計 

件数（件）     

資金引渡額（万円）     

説明     

 

イ 直近 1年間の資金引渡実績の個別プロジェクト一覧表 

（件名、資金引渡年月、資金引渡額） 

別紙「個別プロジェクト一覧表」を参照 
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第２ 本事業に関する提案の概要                 

１ 提案に至った背景・基本方針 

（１）ＣＦを通じた創業者、新製品・新サービスの創出、ソーシャルビジネス等への支援に対

する考え方 

（記述欄） 

 

 

 
 

（２）ＣＦ市場の現状を踏まえた、本事業に対する取組方針 

（記述欄） 

 

 

 
 

２ 取組体制 

（１）本事業の運営にあたる担当者数と役割分担（専任者及び専任者に準ずる者等） 

氏名 役割 役割の内容 

 

 

 

  

 

 

 

  

 

 

 

  

 

（２）本事業の担当者の業務経歴（ＣＦ業務経験の詳細情報） 

氏名 業務経歴（ＣＦ業務経験） 
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１ 利用手数料の減免 

（１） 本事業における利用手数料減免の適用方法 

（記述欄） 

 

 

 

 

 
 

２ 本事業に対する協力方針 

（１） 本事業の趣旨及び目的を達成するための独自の取組 

ア 本事業における広報活動への協力 

（記述欄） 

 

 

 

 
 

イ 支援対象者の発掘活動  

（記述欄） 

 

 

 

 
 

ウ 支援対象者への支援 

（記述欄） 

 

 

 

 
 

エ 個別プロジェクト完了までの経過報告の方法 

（記述欄） 

 

 

 
 

オ その他 

（記述欄） 
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第３ 業務フロー及び運営方針         

１ 本事業に取組むうえでの業務フロー及び運営方針についての説明 

（１）事業計画作成支援の方法 

（写真撮影、ＰＲ文書作成、キャッチコピー作成支援などの説明を含む。） 

ア 業務フロー 

別紙「フローチャート（１）」を参照 

イ 運営方針 

（記述欄） 

 

 

 

 

 

 

（２）ウェブサイト掲載時の審査方法 

   （暴力団等の反社会的勢力を排除する方法や、公序良俗性の確認など、支援対象者の要

件を確認する方法についての説明を含む。） 

ア 業務フロー 

別紙「フローチャート（２）」を参照 

イ 運営方針 

（記述欄） 

 

 

 

 

 

 

（３）資金収集に対する支援の方法 

   （ウェブサイト掲載、その他ＰＲ支援の説明を含む。） 

ア 業務フロー 

別紙「フローチャート（３）」を参照 

イ 運営方針 

（記述欄） 
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（４）資金管理・利用手数料管理の方法 

   （収集した資金にかかる分別管理方法や利用手数料の減免方法の説明を含む。） 

ア 業務フロー 

別紙「フローチャート（４）」を参照 

イ 運営方針 

（記述欄） 

 

 

 

 

（５）プロジェクト実行支援・モニタリングの方法 

   （収集した資金の目的外使用やプロジェクトの未履行等が発生した場合における、対応

方法の説明を含む。） 

ア 業務フロー 

別紙「フローチャート（５）」を参照 

イ 運営方針 

（記述欄） 

 

 

 

 

 

（６）コミュニケーション支援の方法 

   （資金調達者と資金提供者間で発生したトラブルへの対応方法の説明を含む。） 

ア 業務フロー 

別紙「フローチャート（６）」を参照 

イ 運営方針 

（記述欄） 

 

 

 

（注）（１）～（６）には、関連する帳票書類の保管体制についての説明を含めること。 

また、アピールポイントを明確化し、フローチャートでの説明を含めること。 

２ 資金供給者について暴力団等の反社会的勢力を排除する方法（考え方） 

（記述欄） 
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別紙２の別紙 

個別プロジェクト一覧表 

（直近１年間の資金引渡実績 ２９年４月１日～３０年３月３１日） 

 

件名 資金引渡年月 資金引渡額(万円) 

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

合計  

注：適宜、行を追加してください。 

  

応募者の自社資料に代替することも可能です。 
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別紙３ 

参加申込書 

 

当社は、「クラウドファンディングを活用した資金調達支援」に係る取扱クラウドファンディン

グ事業者募集企画提案への参加を希望します。 

 

 

会社名 

 

 

 

所在地 

 

 

 

代表者（職・氏名） 

 

 

印  

 

担当部署 

 

 

 

担当者（職・氏名） 

 

 

連絡先 

Tel  

FAX  

E-mail  

URL  
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別紙４ 

誓 約 書 

 

東 京 都 知 事  殿 

 

 

クラウドファンディングを活用した資金調達支援補助金交付要綱第６条の規定に基づく補助

金等の交付の申請を行うに当たり、当該申請により補助金等の交付を受けようとする者（法人

その他の団体にあっては、代表者、役員又は使用人その他の従業員若しくは構成員を含む。）

が東京都暴力団排除条例第２条第２号に規定する暴力団、同条第３号に規定する暴力団員又は

同条第４号に規定する暴力団関係者（以下「暴力団員等」という。）に該当せず、かつ将来に

わたっても該当しないことをここに誓約いたします。 

また、この誓約に違反又は相違があり、同要綱第１７条の規定により補助金等の交付の決定

の取消しを受けた場合において、同要綱第１８条の規定に基づき返還を命じられたときは、こ

れに異議なく応じることを誓約いたします。 

あわせて、知事が必要と認めた場合には、暴力団員等であるか否かの確認のため、警視庁

へ照会がなされることに同意いたします。 

 

 

年  月  日 

 

 

住 所 

                                   

 

 

氏 名                     印 

                                     

 

 

＊ 法人その他の団体にあっては、主たる事務所の所在地、名称及び代表者の氏名を記入するこ

と。 

＊ この誓約書における「暴力団関係者」とは、以下の者をいう。 

 ・ 暴力団又は暴力団員が実質的に経営を支配する法人等に所属する者 

 ・ 暴力団員を雇用している者 

 ・ 暴力団又は暴力団員を不当に利用していると認められる者 

 ・ 暴力団の維持、運営に協力し、又は関与していると認められる者 

 ・ 暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有していると認められる者 
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別紙５ 

 

主な業務フロー

東
京
都

ア
ド
バ
イ
ザ
ー

業
務
受
託
者

取
扱
C
F
事
業
者

支
援
対
象
者

次の費用を支払

・特集ページ設置

・セミナー講師（個別相談を含む）

アイディア

審査

サ
イ
ト
掲
載
開
始

資
金
引
渡
完
了

手数料

減免

確認
補助金

交付審査

補助金

受領

完了までの

経過報告

（※３）

③申請書
②重要事項

確認書

個別プロジェク

ト報告書

（※１）

＜利用者＞

アドバイザーと面談の上、①～③の書類を作成し、（申請書

で求めている）「証明するための書類」を準備。

書類一式をＣＦ事業者に提出。

※１ 四半期毎に提出

（申請書の提出を受けたもの

を全て記載して報告）

※２ 補助金関連の書類も必要

・補助金実績報告書

・請求書

※３ 補助対象期間の終了後も

個別プロジェクトのリターン完了が

確認できるまで報告を継続

して頂きます

※４ 次の２つから請求方法を選択してください。

①予め支援対象者の手数料を減免した

後に、補助金を請求する方法

②都から補助金の支払を受けた後に、

減免金額を支援対象者に支払う方法

個別プロジェク

ト報告書

（※１、２）

１件あたり

上限３０万円

調達資金を引渡

（手数料を減免）

※４

興味のある

取扱CF事業者に

直接申込

CFに興味はあるが

申込には至らない

①表明・確約書

確認都が、本事業の対象としないと判断

する可能性あり。
確認

セミナー講師（個別相談）

（事業計画作成支援）

特集ページ設置

サイト掲載

に向けた助言

＜取扱ＣＦ事業者＞

利用者から提出のあった書類一式を都に送

付。
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別紙６ 

「クラウドファンディングを活用した資金調達支援」事業 利用者の皆様へ 

 

東京都産業労働局金融部 

 

 本事業の申込に必要となる書類については、アドバイザーから作成方法等をご案内します。 

 

＜アドバイザー＞ 

 ○○○○ 

 電話：       メール：  

 

手続の流れは、以下のとおりです。 

 

① 申請書類及び必要となる添付書類について、上記アドバイザーからメールでご案内します。 

② 必要となる添付書類（納税証明書、履歴事項全部証明書等）をご用意ください。 

③ 上記アドバイザーと面談し、申請書類一式をご作成ください。 

  また、必要となる添付書類についてもアドバイザーの確認を受けてください。 

④ アドバイザーによる確認完了後、書類の原本一式を取扱クラウドファンディング（ＣＦ）事業者

にお渡しください。 

 

また、アドバイザーによる個人情報の取扱いについて、ご確認の上、署名・捺印をお願いいたしま

す。 

○ アドバイザーは、個人情報の保護に関する法律にのっとり、本事業に必要な範囲内で適法

かつ公正な手段によって申請者の個人情報等を取得し、取得した個人情報等をこの事業の定

めに基づき利用することを目的とし保有すること。 

○ アドバイザーは、申請者から得た個人情報等を、この事業の運営上必要となる範囲におい

て、都に対し、申請者の同意を得ることなく、提供又は開示することができること。 

 

上記について同意しました。         年   月   日 

 

氏名               ㊞ 

 

※ 本様式は雛形であり、実際の記載内容等は都と取扱ＣＦ事業者間で別途調整する。 

アドバイザー ＣＦ事業者 

利用者の皆様 

② 

③ 

④ 
① 
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別紙７ 

 

暴力団等反社会的勢力でないこと等に関する表明・確約書 
 

株式会社 

代表取締役       殿 

会社名                     

役職                      

   住所                      
   （ふりがな）                                  
   氏名                      

生年月日    年  月  日（  歳） 

性別  ＜ 男 ・ 女 ＞ 

 

１ 私（当社）は、現在又は将来にわたって、次の各号の反社会的勢力のいずれにも該当

しないことを表明、確約＜いたします・いたしません＞。 

①暴力団 ②暴力団員 ③暴力団準構成員 ④暴力団関係企業 ⑤総会屋等、社会運

動・政治活動等標榜ゴロ ⑥暴力団員でなくなってから５年を経過していないもの 

⑦その他前各号に準ずる者 

 

２ 私（当社）は、現在又は将来にわたって、前項の反社会的勢力又は反社会的勢力と密

接な交友関係にある者（以下、「反社会的勢力等」）と次の各号いずれかに該当する関係

がないことを表明、確約＜いたします・いたしません＞。 

①反社会的勢力等によって、その経営を支配される関係 

②反社会的勢力等が、その経営に実質的に関与している関係 

③自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図り、又は第三者に損害を加えるなど、 

反社会的勢力等を利用している関係 

④反社会的勢力等に対して資金等を提供し、又は便宜を供与するなどの関係 

⑤その他役員等又は経営に実質的に関与している者が、反社会的勢力等との社会的に 

非難されるべき関係 

 

３ 私（当社）は自ら又は第三者を利用して、次の各号いずれの行為も行わないことを表

明、確約＜いたします・いたしません＞。 

①暴力的な要求行為 

②法的な責任を超えた不当な要求行為 

③取引に関して脅迫的な言動をし、または暴力を用いる行為 

④風説を流布し、偽計又は威力を用いて貴社の信用を毀損し、又は貴社の業務を妨害 

する行為 

⑤その他前各号に準ずる行為 

（裏面へ続く）  
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４ 私（当社）は、下請け又は再委託先業者（下請け又は再委託契約が数次にわたるとき

は、その全てを含む。以下同じ）との関係において、次の各号のとおりであることを表

明、確約＜いたします・いたしません＞。 

①下請け又は再委託先業者が前１、２及び３に該当せず、将来においても前１、２及 

び３に該当しないこと 

②下請け又は再委託先業者が前号に該当することが判明した場合には、直ちに契約を 

解除し、又は契約の解除のための措置をとること 

 

５ 私（当社）は、下請け又は再委託先業者が反社会的勢力から不当要求又は業務妨害等

の不正介入を受けた場合は、これを拒否し、又は下請け又は再委託先業者をしてこれを

拒否させるとともに、速やかにその事実を貴社に報告し、貴社の捜査機関への通報に協

力することを表明、確約＜いたします・いたしません＞。 

 

６ 私（当社）は、これらの各号のいずれかに反したと認められることが判明した場合及

び、この表明・確約が虚偽の申告であることが判明した場合は、催告なしでこの取引き

が停止され又は解除されても一切異議を申し立てず、また賠償ないし補償を求めないと

ともに、これにより、損害が生じた場合は、一切私の責任とすることを表明、確約 

＜いたします・いたしません＞。 

 

平成  年  月  日 

 

                      署名・押印            ㊞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注１）１から６までの各項目末尾の＜いたします・いたしません＞は、必ず署名者本人

が、どちらかを○で囲んでください。 

 

（注２）「理解して同意したかどうかの意思表示」と、そのことを「行為によって記録に

残す」ことが重要になるため、取扱ＣＦ事業者は利用者と面談して本書を説明し

ながら、利用者に対し「注１の○囲み」及び「署名・押印」を求めてください。 
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別紙８ 

重要事項確認書 

東京都「クラウドファンディングを活用した資金調達支援」 
 

申請者名                   

 

１ クラウドファンディング（以下「ＣＦ」）ＣＦによる資金調達及び提供は、当事者間

の自己責任によるものであることを＜確認しました・確認しません＞ 

 

２ 取扱クラウドファンディング事業者（以下「取扱ＣＦ事業者」）による審査があるた

め、申請者の希望に添わない場合（審査に時間がかかる場合、審査結果によってはＣＦ

が利用できない場合）があることを＜確認しました・確認しません＞ 

 

３ 審査を通過し、ＣＦサイトに掲載しても、必ずしも資金調達ができるわけではないこ

とを＜確認しました・確認しません＞ 

 

４ ＣＦサイト掲載後も申請者自身によるプロジェクトのＰＲ活動が重要であることを 

＜確認しました・確認しません＞ 

 

５ 資金調達できた場合は、必ず、ＣＦサイトに掲載した内容通りに資金を活用し、プロ

ジェクトを実行しなければならないこと（リターンがある場合は、リターンの完了まで

行う必要があること）を＜確認しました・確認しません＞ 

 

６ 取扱ＣＦ事業者が定める費用が発生することを＜確認しました・確認しません＞ 

 

７ ＣＦによる資金調達及び提供は、当事者間の自己責任によるものであり、東京都は、

ＣＦによる資金調達及び提供、各プロジェクトについての責は負わないことを 

＜確認しました・確認しません＞ 

 

８ 取扱ＣＦ事業者による審査の他に、東京都による要件確認があること（要件確認をも

って、審査を通過するわけではないこと）を＜確認しました・確認しません＞ 

 

９ 本事業に関連するＣＦサイトに掲載した内容（プロジェクト内容、目標調達額及び資

金調達額等）について、申請者の同意を得ることなく、東京都が公表する可能性がある

ことを＜確認しました・確認しません＞ 

 

10 利用手数料の減免は、取扱ＣＦ事業者と合意した目標調達額を達成し、平成３１年３

月３１日までに資金の引渡を受けた場合に限られることを 

＜確認しました・確認しません＞ 

 

11 目標調達額を達成した場合でも、既に、取扱ＣＦ事業者毎に定めた補助金予算の上限

を超えている場合には、利用手数料の減免が受けられないことを 

＜確認しました・確認しません＞ 

 

12 利用手数料の減免が受けられない場合でも、本事業の利用者として、本事業に関連す

るＣＦサイトに掲載され続けることを＜確認しました・確認しません＞ 

（裏面へ続く） 
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13 本事業の支援対象として不適切と判断される事項が判明した場合には、本事業に関連

するＣＦサイトへの掲載が取り消されることを＜確認しました・確認しません＞ 

 

14 取扱ＣＦ事業者に対し、プロジェクトの経過及び顛末を報告する義務があることを 

＜確認しました・確認しません＞ 

 

15 これから創業する場合は、創業後に取扱ＣＦ事業者に対し、「創業したことが確認で

きる書類（履歴事項全部証明書、開業届など）」を提出する必要があり、提出するまで

は利用手数料の減免が受けられないことを＜確認しました・確認しません＞ 

 

16 取扱ＣＦ事業者から、プロジェクトの経過及び顛末にかかる質問が行われた場合、こ

れについて回答する義務があることを＜確認しました・確認しません＞ 

 

17 次の個人情報の取扱いについて＜確認しました・確認しません＞ 

（１）取扱ＣＦ事業者は、個人情報の保護に関する法律にのっとり、この事業に必要な範

囲内で適法かつ公正な手段によって申請者の個人情報等を取得し、取得した個人情報

等をこの事業の定めに基づき利用することを目的として保有すること。 

（２）取扱ＣＦ事業者は、申請者から得た個人情報等を、この事業の運営上必要となる範

囲において、都に対し、申請者の同意を得ることなく、提供又は開示することができ

ること。 

 

18 「暴力団等反社会的勢力でないこと等に関する表明・確約書」の内容を確認しており、

署名・押印していることを＜確認しました・確認しません＞ 

 

平成  年  月  日 

 

                   署名・押印               ㊞ 

 

 

（注１）１から 18 までの各項目末尾の＜確認しました・確認しません＞は、必ず署名者

本人が、どちらかを○で囲んでください。 

 

（注２）「理解して同意したかどうかの意思表示」と、そのことを「行為によって記録に

残す」ことが重要になるため、取扱ＣＦ事業者は申請者と面談して本書を説明し

ながら、申請者に対し「注１の○囲み」及び「署名・押印」を求めてください。 

 

 
アンケートのお願い 
⌒⌒*⌒⌒・⌒⌒*⌒⌒ 
本事業を知ったきっかけを教えてください（該当するもの１つ）。 

ＷＥＢ 
□都の専用サイト  □その他ＨＰ（       ）  □Facebook   □Twitter 

□キーワード検索（            ）  □ブログ記事やネットニュース 

紹介 
□取扱 CF事業者   □自治体窓口（       ） □金融機関（       ） 

□友人・知人     □士業（例：税理士      ） □その他（        ） 

その他 
□パンフレット（もらった場所：        ） □新聞（           ） 

□その他（                                   ） 

ご協力ありがとうございました。 
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別紙９－１ 

受付申請書（創業者用） 

東京都「クラウドファンディングを活用した資金調達支援」 
 

 

申請者名                   

 

１ 私は、次の＜（ア）に該当します ・ （イ）に該当します ・ どれにも該当しません＞ 

創業者（次に掲げるいずれかに該当する者。但し、創業後５年以上の既存法人を運営する

者は除く。） 

(ア)現在、事業を営んでおらず、新たに事業を開始しようとする具体的な計画がある者 

(イ)創業した日から５年未満である者（個人で創業し、同一事業を法人化した者で、個人

で創業した日から５年未満の者を含む。） 

  創業日：   年  月  日 

（法人：履歴事項全部証明書、個人事業主：開業届の日付） 

 

２ 私は、１（創業者であること）を証明するために次の書類を、取扱ＣＦ事業者に 

＜提出しています ・ 提出していません＞ 

証明するための書類 

チェック□ １の（ア）※：免許証 又は 住民票    及び 事業計画書 

チェック□ １の（イ） ：履歴事項全部証明書（法人） 又は 開業届（個人事業主） 

  ※１の（ア）の場合、創業後に必ず１の（イ）の書類をご提出ください。 

 

３ 私は、次の＜①に該当します・②に該当します・③に該当します・どれにも該当しませ

ん＞ 

①都内に本店があります 

②都内に主たる事業所があります 

③都内においてクラウドファンディングで資金調達する事業を行う計画を有しています 

 

４ 私の法人・事業は、資本金       円、従業員数       人で 

下表の要件を＜満たします ・ 満たしません＞ 

※個人事業主、NPO 法人などの場合でも、計画や実態に沿った数字を適宜ご記入ください。 

 
業種 資本金 従業員数 

製造、建設、運輸、不動産など ３億円以下 ３００人以下 

ゴム製品製造（注２） ３億円以下 ９００人以下 

卸売 １億円以下 １００人以下 

小売、飲食 ５千万円以下 ５０人以下 

サービス ５千万円以下 １００人以下 

ソフトウェア、情報処理サービス ３億円以下 ３００人以下 

旅館 ５千万円以下 ２００人以下 

医業を主たる事業とする法人（注

３） 
― ３００人以下 

注１：資本金又は従業員数のどちらかが、上表の金額・人数以下であること 

注２：自動車又は航空機用タイヤ及びチューブ製造業並びに工業用ベルト製造業を除く 

注３：医療法人、医業を主たる事業とする社会福祉法人など 

（裏面へ続く） 
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５ 私の法人・事業は大企業が実質的に経営を支配＜しています ・ していません＞ 

 

６ 私の事業は、宗教教育その他宗教活動を＜行います ・ 行いません＞ 

 

７ 私の事業は、政治活動を＜行います ・ 行いません＞ 

 

８ 私の事業は次のとおり、東京都内における、地域の経済や雇用を支えるなど、地域産業

の活性化に資する事業に＜該当します ・ 該当しません＞ 

今回の事業が地域産業にどのように貢献するのかご説明ください。 

 

 

 

 

９ 私の事業は、次の＜いずれかに該当します ・ いずれにも該当しません＞ 

ア 違法若しくは適法性に疑義のある事業又は公序良俗に問題のある事業  

イ 公的な資金の使途として社会通念上、不適切であると判断される事業（風俗営業

等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和２３年法律第１２２号）により定

める風俗営業など） 

注：風営法の許可・届出を必要とする事業は支援対象外 

 

１０ 私の事業は、現在かつ将来にわたって、暴力団員等（東京都暴力団排除条例（平成２

３年東京都条例第５４号）第２条第２号に規定する暴力団、同条第３号に規定する暴力団

員及び同条第４号に規定する暴力団関係者をいう。以下「暴力団員等」という。）に該当

しないこと、暴力団員等が経営を支配していると認められる関係等を有しないこと及び暴

力的な要求行為等を行わないことを表明、確約＜いたします ・ いたしません＞ 

 

１１ 私は、法令等で定める租税についての未申告、滞納がないことを証明するため、次の

書類を、取扱ＣＦ事業者に＜提出しています ・ 提出していません＞ 

証明するための書類 

チェック□ 納税証明書（最新のもの） 

 

１２ 取扱ＣＦ事業者と合意した目標調達額                円 

 

平成  年  月  日 

                    署名・押印              ㊞ 

 

取扱ＣＦ事業者記入欄 

当方所定の審査を行った範囲において、上記に違反する事項は検出されておりません。 

管理番号 創－ １ 

平成  年  月  日   取扱ＣＦ事業者名             ㊞ 
 

 

（注意）各項目の＜選択肢＞は、必ず署名者本人が、どちらかを○で囲んでください。 

また、「記入欄」、「チェック□」も、必ず署名者本人が記入してください。  
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別紙９－２ 

 

受付申請書（新製品・新サービス用） 

東京都「クラウドファンディングを活用した資金調達支援」 
 

 

申請者名                   

 

創業日：   年  月  日（法人：履歴事項全部証明書、個人事業主：開業届の日付） 

※創業後５年未満の方は「受付申請書（創業者用）」で申請してください。 

 

１ 私は、次のとおり、新製品・新サービスの創出に挑戦する者に 

＜該当します ・ 該当しません＞ 

今回の事業が、申請者にとって新規性があるということをご説明ください。 

 

 

 

 

２ 私は、１（新規事業であること）を証明するために次の書類を、取扱ＣＦ事業者に 

＜提出しています ・ 提出していません＞ 

証明するための書類 

チェック□ 製品・サービスの一覧表 及び 事業計画書 

 

３ 私は、次の＜①に該当します・②に該当します・③に該当します・どれにも該当しませ

ん＞ 

①都内に本店があります 

②都内に主たる事業所があります 

③都内においてクラウドファンディングで資金調達する事業を行う計画を有しています 

 

４ 私の法人・事業は、資本金       円、従業員数       人で 

下表の要件を＜満たします ・ 満たしません＞ 

※個人事業主、NPO 法人などの場合でも、計画や実態に沿った数字を適宜ご記入ください。 

 
業種 資本金 従業員数 

製造、建設、運輸、不動産など ３億円以下 ３００人以下 

ゴム製品製造（注２） ３億円以下 ９００人以下 

卸売 １億円以下 １００人以下 

小売、飲食 ５千万円以下 ５０人以下 

サービス ５千万円以下 １００人以下 

ソフトウェア、情報処理サービス ３億円以下 ３００人以下 

旅館 ５千万円以下 ２００人以下 

医業を主たる事業とする法人（注

３） 
― ３００人以下 

注１：資本金又は従業員数のどちらかが、上表の金額・人数以下であること 

注２：自動車又は航空機用タイヤ及びチューブ製造業並びに工業用ベルト製造業を除く 

注３：医療法人、医業を主たる事業とする社会福祉法人など 

（裏面へ続く） 



 

34 

 

５ 私の法人・事業は大企業が実質的に経営を支配＜しています ・ していません＞ 

 

６ 私の事業は、宗教教育その他宗教活動を＜行います ・ 行いません＞ 

 

７ 私の事業は、政治活動を＜行います ・ 行いません＞ 

 

８ 私の事業は、次の事業計画（概略）のとおり、東京都内における、地域の経済や雇用を

支えるなど、地域産業の活性化に資する事業に＜該当します ・ 該当しません＞ 

今回の事業が地域産業にどのように貢献するのかご説明ください。 

 

 

 

 

９ 私の事業は、次の＜いずれかに該当します ・ いずれにも該当しません＞ 

ア 違法若しくは適法性に疑義のある事業又は公序良俗に問題のある事業  

イ 公的な資金の使途として社会通念上、不適切であると判断される事業（風俗営業

等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和２３年法律第１２２号）により定

める風俗営業など） 

注：風営法の許可・届出を必要とする事業は支援対象外 

 

１０ 私の事業は、現在かつ将来にわたって、暴力団員等（東京都暴力団排除条例（平成２

３年東京都条例第５４号）第２条第２号に規定する暴力団、同条第３号に規定する暴力団

員及び同条第４号に規定する暴力団関係者をいう。以下「暴力団員等」という。）に該当

しないこと、暴力団員等が経営を支配していると認められる関係等を有しないこと及び暴

力的な要求行為等を行わないことを表明、確約＜いたします ・ いたしません＞ 

 

１１ 私は、法令等で定める租税についての未申告、滞納がないことを証明するため、次の

書類を、取扱ＣＦ事業者に＜提出しています ・ 提出していません＞ 

証明するための書類 

チェック□ 納税証明書（最新のもの） 

 

１２取扱ＣＦ事業者と合意した目標調達額                円 

 

平成  年  月  日 

                    署名・押印              ㊞ 

 

取扱ＣＦ事業者記入欄 

当方所定の審査を行った範囲において、上記に違反する事項は検出されておりません。 

管理番号 新－ １ 

平成  年  月  日   取扱ＣＦ事業者名             ㊞ 
 

 
（注意）各項目の＜選択肢＞は、必ず署名者本人が、どちらかを○で囲んでください。 

また、「記入欄」、「チェック□」も、必ず署名者本人が記入してください。  
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別紙９－３ 

 

受付申請書（ソーシャルビジネス用） 

東京都「クラウドファンディングを活用した資金調達支援」 
 

 

申請者名                   

 

創業日：   年  月  日（法人：履歴事項全部証明書、個人事業主：開業届の日付） 

※創業後５年未満の方は「受付申請書（創業者用）」で申請してください。 

 

１ 私は、次の事業計画（概略）のとおり、「都民ファーストでつくる『新しい東京』 

～２０２０年に向けた実行プラン～」に記載されたニーズの解決に貢献することが期待で

きるソーシャルビジネスを行う者に＜該当します ・ 該当しません＞ 

今回の事業がニーズの解決にどのように貢献するのかご説明ください。 

 

 

 

 

２ 私の事業は、「都民ファーストでつくる『新しい東京』～２０２０年に向けた実行プラ

ン～」における、ページ     に記載された、テーマ            の 

解決に貢献することが＜期待できます ・ 期待できません＞ 

 

３ 私は、次の＜①に該当します・②に該当します・③に該当します・どれにも該当しませ

ん＞ 

①都内に本店があります 

②都内に主たる事業所があります 

③都内においてクラウドファンディングで資金調達する事業を行う計画を有しています 

 

４ 私の法人・事業は、資本金       円、従業員数       人で 

下表の要件を＜満たします ・ 満たしません＞ 

※個人事業主、NPO 法人などの場合でも、計画や実態に沿った数字を適宜ご記入ください。 

 
業種 資本金 従業員数 

製造、建設、運輸、不動産など ３億円以下 ３００人以下 

ゴム製品製造（注２） ３億円以下 ９００人以下 

卸売 １億円以下 １００人以下 

小売、飲食 ５千万円以下 ５０人以下 

サービス ５千万円以下 １００人以下 

ソフトウェア、情報処理サービス ３億円以下 ３００人以下 

旅館 ５千万円以下 ２００人以下 

医業を主たる事業とする法人（注

３） 
― ３００人以下 

注１：資本金又は従業員数のどちらかが、上表の金額・人数以下であること 

注２：自動車又は航空機用タイヤ及びチューブ製造業並びに工業用ベルト製造業を除く 

注３：医療法人、医業を主たる事業とする社会福祉法人など 

（裏面へ続く） 

 

５ 私の法人・事業は大企業が実質的に経営を支配＜しています ・ していません＞ 
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６ 私の事業は、宗教教育その他宗教活動を＜行います ・ 行いません＞ 

 

７ 私の事業は、政治活動を＜行います ・ 行いません＞ 

 

８ 私の事業は、次の事業計画（概略）のとおり、東京都内における、地域の経済や雇用を

支えるなど、地域産業の活性化に資する事業に＜該当します ・ 該当しません＞ 

今回の事業が地域産業にどのように貢献するのかご説明ください。 

 

 

 

 

９ 私の事業は、次の＜いずれかに該当します ・ いずれにも該当しません＞ 

ア 違法若しくは適法性に疑義のある事業又は公序良俗に問題のある事業  

イ 公的な資金の使途として社会通念上、不適切であると判断される事業（風俗営業

等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和２３年法律第１２２号）により定

める風俗営業など） 

注：風営法の許可・届出を必要とする事業は支援対象外 

 

１０ 私の事業は、現在かつ将来にわたって、暴力団員等（東京都暴力団排除条例（平成２

３年東京都条例第５４号）第２条第２号に規定する暴力団、同条第３号に規定する暴力団

員及び同条第４号に規定する暴力団関係者をいう。以下「暴力団員等」という。）に該当

しないこと、暴力団員等が経営を支配していると認められる関係等を有しないこと及び暴

力的な要求行為等を行わないことを表明、確約＜いたします ・ いたしません＞ 

 

１１ 私は、法令等で定める租税についての未申告、滞納がないことを証明するため、次の

書類を、取扱ＣＦ事業者に＜提出しています ・ 提出していません＞ 

証明するための書類 

チェック□ 納税証明書（最新のもの） 

 

１２ 取扱ＣＦ事業者と合意した目標調達額                円 

 

平成  年  月  日 

                    署名・押印              ㊞ 

 

取扱ＣＦ事業者記入欄 

当方所定の審査を行った範囲において、上記に違反する事項は検出されておりません。 

管理番号 実－ １ 

平成  年  月  日   取扱ＣＦ事業者名             ㊞ 
 

 

（注意）各項目の＜選択肢＞は、必ず署名者本人が、どちらかを○で囲んでください。 

また、「記入欄」、「チェック□」も、必ず署名者本人が記入してください。 
  



 

37 

 

別紙１０ 

 

 
 

 

 

 

管理番号
申請書署名
（年月）

申請者名
目標金額
（円）

調達開始
（年月）

調達完了
（年月）

最終調達額
（円）

利用手数料
（税込）
（円）

利用手数料
（税抜）
（円）

左の算定根拠
利用手数料
減免金額
（円）

資金引渡
（年月）

補助金
請求時期

引渡金額
（円）

プロジェクト
完了予定
（年月）

プロジェクト
完了

（年月）
備考

合計

（例）１ 平成30年10月 ㈱ＣＦ 3,000,000 平成30年10月 平成30年11月 3,000,000 600,000 600,000 目標金額×20％ 300,000 平成30年12月 30年第3期 2,700,000 平成31年1月 平成31年1月

（例）２ 平成30年11月 都民　太郎 2,000,000 平成30年11月 平成30年1月 2,500,000 500,000 500,000 目標金額×20％ 250,000 平成31年2月 30年第4期 2,250,000 平成31年5月 未確定

（例）３ 平成31年1月 東京　花子 4,000,000 平成31年1月 平成31年2月 未確定 未確定 未確定 目標金額×20％ 未確定 未確定 未確定 未確定 未確定 未確定

注１：申請書の提出を受けたものを、全て報告対象とする

注２：完了したものも削除しないで残す

注３：管理番号は複数年度において通番とする

注４：空欄は作らず「未確定」又は「中断」等を記入（備考は除く）

注５：本表は雛形であり、実際の報告書は取扱ＣＦ事業者毎に調整する
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別紙１１ 

 

 

様式第１（第６条関係） 

                                   

                                                        年  月  日 

 

  東 京 都 知 事 殿 

 

所在地 

名 称 

代表者 

 

 

    年度 クラウドファンディングを活用した資金調達支援に係る補助金交付申請書 

 

 このことについて、クラウドファンディングを活用した資金調達支援補助金交付要綱第６条の規定に

基づき、下記のとおり申請します。 

 

記 

 

１ 補助事業の目的 

 

 

２ 補助事業の内容 

 

 

３ 補助金交付申請額 

 

                           円 

              ※ 収支予算・四半期別請求（執行）予定額は別紙 

 

 

４ 補助事業の期間 

 

年  月  日  から  年  月  日  まで 

 

 

 

５ 添付書類 

 (1) 定款 

  (2) 事業報告書 

(3) 決算書 
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様式第１ 別紙１ 

収  支  予  算 

 

                       自    年  月  日 

                       至     年  月  日 

（収入の部）                                                      （単位：千円） 

区 分 予算額 前年度予算額 
比   較 

増（△）減 
説 明 

（総収入額） 

    
 

補助金     

 

（支出の部）                                                      （単位：千円） 
 

区 分 予算額 前年度予算額 
比   較 

増（△）減 
説 明 

（総支出額） 

    
 

利用手数料の減免     
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様式第１ 別紙２ 

 

四半期別請求（執行）予定額 

 
                         自           年    月    日 

                         至           年    月    日 

 

 

（収入の部）                                                       （単位：千円） 

 
 

区 分 予  算  額 
四 半 期 別 請 求 予 定 額 

説  明 
第 １ 第 ２ 第 ３ 第 ４ 

（総 収 入 額）       

 

補助金 
      

 

 

   （支出の部）                           （単位：千円） 

 

 

区 分 予  算  額 
四 半 期 別 請 求 予 定 額 

説  明 
第 １ 第 ２ 第 ３ 第 ４ 

（総 支 出 額）       

 

利用手数料の減免 
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別紙１２ 

 

 

様式第７（第１３条関係） 

 

    年  月  日 

 

  東 京 都 知 事 殿 

 

                    所在地 

                    名 称 

                    代表者 

 

    年度 クラウドファンディングを活用した資金調達支援に係る 

補助事業実績報告書 （       分） 

 

     年  月  日付    第   号をもって交付決定の通知のあった上記補助事

業を完了しましたので、クラウドファンディングを活用した資金調達支援補助金交付要綱第１

３条第１項の規定により、下記のとおりその実績を報告します。 

 

記 

 

 

 １ 補助金交付決定額      金              円 

 

    同 年月日               年   月   日 

 

 

２ 既確定額          金              円 

 

 

３ 今回確定額         金              円 

 

 

４ 残額            金              円 

 

 

 

※ 収支決算は別紙 
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様式第７ 別紙 

収  支  決  算 
（       分） 

 

                           自     年  月  日 

                           至      年  月  日 

 

（収入の部）                                                               （単位：円） 

 

区  分 

     

予算額 決算額 

（第  四半期） 

決算額 

（年度累計） 

予算残 説明 

（総収入額） 
  

 

       

 

  

補助金 

 

         

 

（支出の部）                                                               （単位：円） 

 

区  分 

     

予算額 決算額 

（第  四半期） 

決算額 

（年度累計） 

予算残 説明 

（総支出額） 
  

 

       

 
利用手数

料の減免 
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別紙１３ 

 

様式第８（第１４条関係） 

 

 

    年  月  日 

 

  東 京 都 知 事 殿 

 

                    所在地 

                    名 称 

                    代表者 

 

    年度 クラウドファンディングを活用した資金調達支援に係る 

補助金交付請求書 （第  四半期分） 

 

 

     年  月  日付    第   号で交付決定通知を受けた上記補助金について、

下記のとおり請求します。 

 

 

記 

 

 

  金                 円 
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別紙１４ 

補助対象経費 

 

補助対象経費は、以下①～③の条件に適合する経費で「補助対象経費一覧」に掲げる経費

とする。 

① 補助事業として利用手数料の減免を実施するための必要最小限の経費 

② 補助対象期間内に、利用手数料が発生し、かつ、取扱ＣＦ事業者と合意した目標調達

額を達成した支援対象者に係る経費 

③ 補助対象（使途、単価、規模等）の確認が可能であり、かつ、本事業に係るものとし

て、明確に区分できる経費 

 

補助対象経費一覧 

経 費 区 分  内        容 

利用手数料

の減免 

本事業に関して取扱ＣＦ事業者が、支援対象者に対して行う利用手数料の減免金額を

対象とする。 

ただし、次の条件の範囲とする 

・ 支援対象者毎に発生する利用手数料の２分の１以内 

・ 支援対象者１件当たりの補助金の額は３０万円を上限とする 

・ 補助金には、消費税及び地方消費税分を含めない 

 

 

 

 


